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再生可能エネルギーに係る規制見直しの動き
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 再生可能エネルギーの主力電源化及び最大限の導入は、2050年カーボンニュートラル
社会の実現のための重要な鍵であり、そのためには規制改革や革新的イノベーションの推
進などの政策の総動員が急務。

 産業界からいただいた規制改革要望に対しては、保安の確保を前提に検討していく。まず
は今後の設備導入が大いに期待される風力発電について、以下のとおり規制を見直し。

(1) 再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース

 河野行革大臣の下で開催されている規制改革に係る会議。12月1日に第１回が開催され、
「風力発電に関する環境影響評価」がテーマの１つに。

 議論の結果、以下２点について環境省・経済産業省にて検討を行うこととなった。

①法アセスの対象となる規模要件の引上げ方針を本年度内に策定

②環境アセス期間の半減を達成する期限を設定

(2) 洋上風力の産業競争力強化に向けた官民協議会

 業界団体及び経済産業省・国土交通省のトップによる洋上風力推進に向けた会合。12月15日
に第２回が開催され、「洋上風力産業ビジョン(第一次)」を策定。

 以下２点の見直しを本年度内に実施することが決定。

①認証機関の認証があれば、経済産業省における工事計画に係る専門家会合の審査を省略。

②電気事業法、港湾法、船舶安全法の審査について、書類を共通化し、審査を実質一本化。
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第１回再生可能エネルギー等
に関する規制等の総点検タスク
フォース 業界団体提出資料

（参考１）
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第１回再生可能エネルギー等
に関する規制等の総点検タスク
フォース 業界団体提出資料
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洋上風力に関する各種規制・規格の総点検

 産業界からの規制見直し要望に対し、各省庁と連携した規制・規格の総点検を今後実施。

 まずは、①電気事業法に基づく安全審査の合理化、②国交省と経産省の審査の一本化を
行う。

関係法令 見直しの要望内容 所管省庁

電気事業法
第三者認証機関の認証と、経済産業省の工事計画届出の審査項目が重複。二重審査に
より審査期間が長期化するため、工事計画届出を審査する専門家会議の省略を要望

経済産業省

電気事業法/港湾
法/船舶安全法

運転開始まで、電気事業法、港湾法、船舶安全法に基づく複雑な書類の提出・審査が複
数回必要だったところ、審査の一本化を要望

経済産業省
国土交通省

環境影響評価法 環境アセスメントの手続迅速化と対象事業規模要件の見直し
環境省
経済産業省

建築基準法 風況観測調査のための一時設置の観測タワーに係る手続きの迅速化 国土交通省

航空法
風車のタワー中間部、港湾での仮組立時の風車などに設置する航空障害灯の設置条件の
緩和と風力発電機群の定義の見直し

国土交通省

JIS規格
洋上風車向けのモノパイル鋼材やタワーボルト等のJIS規格の整備が必要な部素材を特定
した上で、国内規格を整備し欧州規格等と相互認証

経済産業省

船舶法
工事作業用船舶の不足に対応するため、カボタージュ規制（外国籍船の寄港制限）に
関する特許要件の明確化

国土交通省

労働安全衛生法
洋上風力クレーン作業における強風時の作業中止の判断基準の明確化、移動式クレーン
の吊荷走行禁止条件の緩和

厚生労働省

海防法
着床式については、風車撤去時に、原則として原状回復が求められるところ、残置許可基準
の明確化

環境省

調査・
開発

設置

見
直
し
決
定

撤去

産業界からの主な要望内容

製造

第2回洋上風力の産業競争力
強化に向けた官民協議会資料

（参考２）
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審査の一本化の概要

① 電気事業法に基づく安全審査について、第三者認証機関による認証と、経済産業省による工事
計画届出の審査の重複を排除。

② その上で、国土交通省（港湾法、船舶安全法）の審査と、第三者認証機関のウインドファーム
認証について、審査書類を共通化し、審査の一本化を行う。

国土交通省
登録確認機関（沿岸技術研究センター）において、
港湾法に基づき、海象等の諸条件を勘案し、
係留施設として適切に設計されているか確認

（※浮体式の場合は船舶安全法に基づく審査を実施。
すでにウインドファーム認証と一本化済）

第三者認証機関（ウィンドファーム認証）

第三者認証機関（日本海事協会）において
現地のサイト条件（軟弱地盤等）を勘案し、
発電用風力設備として適切に設計されているか

事前に確認

審査に
必要な
書面

②審査の一本化

経済産業省（工事計画の届出）

 電気事業法に基づく発電用風力設備の適合性確認は

原則ウィンドファーム認証書の添付でクリア

 絶縁性などの電気設備の適合性確認や工事計画として

の妥当性確認は引き続き実施

①安全審査の合理化

第三者認証

法定手続き

凡例

第2回洋上風力の産業競争力
強化に向けた官民協議会資料
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